
令和3年度（2021年度）

予算大事業名 上記以外の歳出予算科目及び予算大事業名

事業の目的と概要

Ⅰ　事業の成果（実績）

Ⅱ　財務情報
◆行政コスト計算書 （単位：千円） 行政コスト計算書の主な増減理由（特徴的な事項）

地方税
分担金及び負担金
使用料及び手数料

府支出金（経常費用充当）
財産収入
寄附金
他会計からの繰入金
受取利息及び配当金
その他
経常収入　小計 （a）
給与関係費
物件費
維持補修費
社会保障扶助費

◆キャッシュ・フロー収支差額集計表 （単位：千円）
特別会計への繰出金
減価償却費
徴収不能引当金繰入額 行政サービス活動収入
賞与引当金繰入額 行政サービス活動支出
退職手当引当金繰入額
支払利息 投資活動収入
その他 投資活動支出
経常費用　小計 （b） 投資活動収支差額

経常収支差額 （a）-（b）=（c） 財務活動収入
固定資産売却益 財務活動支出
その他 財務活動収支差額
特別収入　小計 （d） 収支差額　合計
固定資産除売却損 一般財源充当額
その他 一般会計からの繰入金
特別支出　小計 （e） 一般会計への繰出金

特別収支差額 （d）-（e）=（f） 前年度からの繰越金
一般財源調整額 （g）
当期収支差額 （c）+（f）+（g） キャッシュ・フロー収支差額集計表の特徴的な事項
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
再計

◆単位あたりのコスト分析（「経常費用 小計（b）」を「実績」で割って円単位で算出しています。）

世帯 円
世帯 円
世帯 円

円
円
円

令和元年度

令和2年度

令和3年度

令和2年度 51,781 198,903

令和3年度 52,246 194,807

指  標  名 年度 実績 単位あたりコスト 分  析  内  容  （ 前  年  度  と  の  増  減  理  由）

延被保護世帯1世
帯あたりの扶助費

令和元年度 51,448 203,615 生活保護事業の経常経費は10,177,904,187円かかっており、年度を通して1世帯あたり平均
194,807円の費用がかかっています。
前年度と比較して、延被保護世帯数は増えましたが、医療扶助費が減少し、1世帯あたりの
コストも減少しています。
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10,445,799 △35,917 
△3,817 14,820 37,636 22,817 行政サービス活動収支差額 △2,720,592 △2,721,428 △2,727,557 

33,168 33,550 30,888 △2,663 10,597,014 10,481,716 

B B-A
14,246 22,438 - △22,438 7,876,422 7,760,288 7,718,243 △42,045 

区分
令和元年度 令和2年度 令和3年度 差額

- - - - A

負担金・補助金・交付金等 1,455 79,657 142,716 63,059 
- - - -

37 17 △20 
10,092,131 9,901,290 9,778,482 △122,808 

経
常
費
用

417,323 415,770 441,929 26,160 
22,150 22,177 22,785 608 

90 

182,982 137,437 135,348 △2,089 
経常費用・
社会保障扶
助費

扶助費（生活保護費）　9,778,482千円
（122,808千円減）
生活保護費のうち医療扶助費の減少による

7,904,813 7,757,409 7,726,893 △30,516 

- - - -
- - - -

経常収入・
府支出金

生活保護費府負担金　0円（12,895千円減）
中核市移行に伴う府からの生活保護費負担金の
支出の終了による

- - - -
- - - -

国庫支出金（経常費用充当） 7,496,863 7,607,076 7,591,546 △15,531 
224,968 12,895 - △12,895 

- - -
- - - -

B B-A

経常収入・
国庫支出金

生活保護費国庫負担金　7,566,176千円（331,632
千円減）
生活保護費国庫負担金の精算額の減額による

経
常
収
入

- - - -
-

成
果
の
説
明

　憲法で保障された健康で文化的な最低限度の生活を保障し、自立した生活を送れるよう支援しています。

勘定科目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 差額 勘定科目 決  算  額  の  主  な  内  容

A

延被保護世帯数 世帯 51,448 51,781 52,246
日々、新規や廃止等により被保護世帯数の増減があるため、本年度の
事業経費で支援した延被保護世帯数を指標としています。

就労支援専門員の活動実績 人 172 112 102

就労支援専門員が生活困窮者等と面談を行い、対象者の就労能力や
職歴等を把握したうえで、一般就労の準備として基礎能力の形成が必
要な者への支援、求職相談に対する助言支援、また淀川ハローワーク
のナビゲーターと連携し支援プログラムによる専門的な支援等、対象者
の状況に応じて就労の支援を開始した数。

【目的】生活保護法に基づく保護が必要な方（要保護者）に対し、健康で文化的な最低限度の生活を保障するため、要保護者からの相談に応じ、必要な助
言および保護を行います。また、現在生活保護を受けている方（生活保護受給者）に対して、就労支援専門員を活用するなど自立に向けた支援を行いま
す。
【概要】
・生活保護事業（生活保護法に基づく最低限度の生活を保障するために保護金品を支給）
・生活保護適正実施推進事業（生活保護法の適正実施のため、専門員等を配置）
・生活保護システム事業（生活保護関係事務で使用するシステムの保守）
・生活保護費返還金等滞納整理事業（生活保護費に関する適切な債権管理及び滞納整理）

指  標  名 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 成　果　指　標　の　定　義

部局名 福祉部 予算執行所属 生活福祉室

一般事務事業、生活保護事業 （款）民生費（項）生活保護費（目）生活保護総務費　一般事務事業、生活保護事業

（項） 3 生活保護費 （目） 2 扶助費

管理事業名 生活保護事業 総合計画の
体系

大綱　３
政策　３
施策　２

福祉・健康
地域での暮らしを支えるまちづくり
生活困窮者への支援と社会保障制度の適正な運営

主な歳出
予算科目

一般会計 （款） 3 民生費



◆貸借対照表 （単位：千円）

現金預金 流動負債
未収金 地方債
財政調整基金 短期借入金
短期貸付金 賞与引当金
徴収不能引当金 未払金
その他流動資産 リース債務

有形固定資産 その他流動負債
土地 固定負債
建物・工作物 地方債
リース資産 長期借入金
建設仮勘定 退職手当引当金

無形固定資産 リース債務
有形固定資産 その他固定負債

土地 負債の部合計
建物・工作物
建設仮勘定 純資産

重要物品
図書館資料
投資その他の資産

出資金
長期貸付金
基金
徴収不能引当金 純資産の部合計
その他債権

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

Ⅲ　財務構造分析 貸借対照表の主な増減理由（特徴的な事項）
▽人にかかるコストの内訳

月平均

人 日 日
千円 千円 千円

千円

▽経常費用の構成割合 物件費の内訳（単位：千円）

▽分析指標 （単位：％） ▽その他特記事項

A B
受益者負担比率
徴収不能引当率
一般財源充当比率

Ⅳ　総括
▽分析結果の説明

▽分析結果を踏まえた事業の課題
　経常費用の大部分を占める社会保障扶助費は、国が定める基準額等に基づき支給される生活保護費であり、その約49％を医療扶助費が占めていま
す。
　前年度から継続して、生活保護受給者就労支援事業や医療扶助適正化等事業など支援事業を充実することにより、生活保護からの自立および医療扶
助の適正化を促進し、引き続き生活保護制度の適正実施に努めてまいります。

　予算規模が大きく、経常経費の93.5％を社会保障扶助費が占めています。社会保障扶助費は全てが生活保護費であり、その生活保護費の支給基準額
等につきましては、国によって定められております。

25.7 26.0 26.1 0.1

- - - -
69.3 74.5 70.8 △ 3.7

分析指標　　　　　　　       　　年度
令和元年度 令和2年度 令和3年度 差

B-A

生活保護法第78条徴収金の回収不能見込み額の
減少による

510,453 

内、時間外勤務手当 18,643 

給与関係費等 470,214 39,154 1,086
合計(千円） 流動資産・

徴収不能引
当金

事業従事人数
年間従事延日数 年間従事延日数

53.82 2658 60

勘定科目 増  減  理  由
常勤・再任用 会計年度任用等 特別職非常勤

流動資産・
未収金

生活保護法第78条徴収金の未収金の減少による

90,623 99,274 8,651 90,623 99,274 8,651 
- - -
- - - △243,741 △243,744 △3 
- - -
- - -
- - -
- - -
- - -
- - -
- - - △243,741 △243,744 △3 
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- - - -
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令和2年度末 令和3年度末 差額
A B B-A A B B-A

勘定科目
令和2年度末 令和3年度末 差額

勘定科目
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費

4.2%

物件費
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需用費（修繕費を除く）

役務費

委託料

使用料及び貸借料

70(一般会計・生活保護事業)


